
産業廃棄物税の在り方について

１ 産業廃棄物税（産廃税）の概要

目的 産業廃棄物の発生抑制、減量化、再生利用

その他適正な処理の促進に関する施策の実施

施行日 平成17年４月１日

現行課税期間 令和２年４月１日から令和７年３月31日まで

課税対象 県内最終処分場へ搬入した産業廃棄物

※納税義務者は排出事業者（中間処理業者を含む）

税率 最終処分場への搬入重量１トンにつき1,000円

徴収方法 最終処分業者による特別徴収

※自社処分の場合、排出事業者による申告納付

導入状況 東北６県を含む27道府県１政令市

税収は、震災後３億円台後半から４億円台で推移し、令和５年度は
約４億４千万円となった。
基金残高は、震災によるがれき類の排出増加の影響等で、一時的に
11億７千万円台まで増加したが、令和５年度末時点では約７億９千万円
となった。

３ 産廃税充当事業の概要

令和２年度から令和６年度の５年間において、①産業廃棄物の発生抑制、
減量化、再生利用に関する事業に約14億２千万円、②産業廃棄物の適正
な処理の促進に関する事業に約７億円の合計約21億を充当予定。

２ 税収額等の推移

産業廃棄物税基金残高等の推移



４ 産廃税の今後の在り方

（１） 産廃税の継続の必要性

①宮城県循環型社会形成推進計画（第３期）における目標と現状

②産業廃棄物の不法投棄の現状

③公共関与による新たな最終処分場の整備

排出量、リサイクル率、最終処分率について、令和１２年度において
高い目標値を設定しており、現時点では、リサイクル率以外は目標に
達していない状況にあることから、産業廃棄物の３Ｒに関する施策の
一層の推進が必要である。

（２）税の仕組の方向性

課税方式 現行方式により適切に申告納入等がなされ、税制度自体が

定着していること、税負担の公平性確保、東北６県同一方式

であることを踏まえ、現行の仕組みを継続

税率 他自治体との均衡を考慮し、現行のとおり継続

課税期間 社会情勢の推移等を勘案して検討を行うため、５年間の

時限措置を継続

税収年額 ３億円台後半から４億円程度の見込み

５ 見直しのスケジュール（予定）

公共関与による新たな産業廃棄物最終処分場を整備するため（整備

予定期間：令和６年度から令和９年度まで）、事業主体に対し、産廃税

等を財源として、整備に要する経費への一部助成を開始しており、

継続的な財源の確保が必要となる。

項 目
H30年度
実績値

目標値
（R12年度）

現 状
（R4年度）

排出量 1,096万トン 1,000万トン 1,048万トン

リサイクル率 35.6％ 35.0％ 37.9％

最終処分率 1.7％ 1.0％ 1.6％

令和６年 ６月

令和６年 ６月～ ８月

令和６年 ７月～ ９月

令和６年 ８月～11月

令和６年11月

令和７年 １月

令和７年 ４月

県議会常任委員会報告

関係団体等への説明

パブリックコメント実施

宮城県環境審議会へ諮問・答申

１１月定例県議会へ改正条例案を提出

総務大臣協議

条例施行

県内（仙台市を除く）の産業廃棄物の不法投棄の推移

産廃税導入後は、不法投棄の件数・量ともに減少傾向にあるもの
の、本県の豊かな自然を守るため、今後も不法投棄対策に継続的
に取り組んでいく必要がある。

以上、①から③の状況を踏まえ、持続可能な循環型社会の構築を
目指し、産業廃棄物の発生抑制、減量化、再生利用、適正処理対策
等を推進していくための貴重な財源として、産廃税を継続すべきと考
える。


